
みやぎ県南中核病院企業団告示第１８号 

 

 みやぎ県南中核病院企業団の任用、給与、勤務条件等の人事行政運営の全般を明らかにし、人事行政

における公正性及び透明性を確保するため、みやぎ県南中核病院企業団人事行政の運営等の状況の公表

に関する条例（平成１７年条例第２号）第３条の規定に基づき、みやぎ県南中核病院企業団の平成２９

年度における人事行政の運営の状況の報告について次のとおり公表する。 

 

 

 平成３０年１２月２５日 

 

 

                            みやぎ県南中核病院企業団 

                            企 業 長 下 瀬 川  徹 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴  職員の任免 

①  退職者数（平成２９年度）         ② 採用者数（平成２９年度） 

区  分 退 職 者 数 

 

区  分 採 用 者 数 

一般行政職 
９人 

(1)  
一般行政職 

３人 

(1)  

医   師 １４人 医   師 １２人 

医療技術職 
７人 

(1)  
医療技術職 １４人 

看 護 職 ２５人 看 護 職 
２３人 

(1)  

合  計 
５５人 

(2)  
合  計 

５２人 

(2)  

（注）1.( )内は再任用職員のうち常時勤務職員で内数となります。 

 

⑵  職員数 

   条例定数及び職員数（平成２９年４月１日現在） 

区     分 定     数 職  員  数 

みやぎ県南中核病院           － 
５０７人 

(3)  

附属村田診療所           － ４人 

附属訪問看護ステーション  － ５人 

合     計 ５３０人      
５１６人 

（3） 

（注）1.職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又は

非常勤職員、再任用職員のうち短時間勤務職員は含みません。 

2.( )内は再任用職員のうち常時勤務職員で内数となります。 

 

 

 



２ 職員の給与の状況 

⑴ 人件費の状況 

病院事業会計（附属村田診療所事業及び訪問看護ステーション事業を含む） 

区  分 
歳入総額 A 

（総収益） 

歳出総額 B

（総費用） 

純 損 失 

A－B 

人 件 費 

C 

人 件 費 率 

C/B 

平成 29年度 
千円 

8,501,498 

千円 

9,733,248 

千円 

△1,231,750 

千円 

4,775,586 

    ％ 

49.1 

（注）1.上記の金額は、消費税抜きの金額です。 

2.人件費とは、一般職に支給される給与、共済負担金、退職手当負担金、災害補償等をいいます。 

 

 ⑵ 職員給与費の状況 

病院事業会計の予算（附属村田診療所事業及び附属訪問看護ステーション事業を含む） 

区 分 
職員数 

A 

給     与     費 一人あたり 

給 与 費  

（B/A） 
給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

平成 29 年度 
   人 

489 

  千円 

1,735,408 

   千円 

904,620 

  千円 

646,313 

  千円 

3,286,341 

千円 

6,721 

（注）1.職員手当には、退職手当・児童手当を含みません。 

2.給与費は当初予算に計上された額です。 

 

⑶ 職員の平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢の状況（平成３０年４月１日現在） 

区    分 みやぎ県南中核病院企業団 

一般行政職 

平均給料月額 274,616円  

平均給与月額 347,004円  

平 均 年 齢 39歳 11月  

医   師 

平均給料月額 469,335円  

平均給与月額 1,251,840円  

平 均 年 齢 46歳 1月  

医療技術職 

平均給料月額 250,855円  

平均給与月額 314,836円  

平 均 年 齢 34歳 07月  

看 護 職 

平均給料月額 271,073円  

平均給与月額 345,110円  

平 均 年 齢 37歳 04月  

（注）平均給与月額は平均給料月額に扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当、特殊 

勤務手当等を含んだものです。 

 



⑷ 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在） 

区    分 
みやぎ県南中核病院企業団 国 

法定初任給 法定初任給 

一般行政職 
高 校 卒 147,100円  147,100円  

大 学 卒 179,200円  179,200円  

医   師 大 学 卒 246,400円  246,400円  

医療技術職 

高 校 卒 147,500円  147,500円  

短大２卒 163,200円  163,200円  

短大３卒 174,200円  174,200円  

大 学 卒 185,400円  185,400円  

大学６卒 207,800円  207,800円  

看 護 職 

短大２卒 188,800円  188,800円  

短大３卒 197,100円  197,100円  

大 学 卒 209,200円 209,200円 

 

 

⑸ 期末手当・勤勉手当の状況 

みやぎ県南中核病院企業団 国 

（平成２９年度支給割合） 

        期末手当    勤勉手当 

６月期  1.225月分    0.85月分 

１２月期  1.375月分    0.95月分 

  計   2.600月分    1.80月分 

（平成２９年度支給割合） 

        期末手当    勤勉手当 

６月期   1.225月分    0.85月分 

１２月期   1.375月分    0.95月分 

  計    2.600月分    1.80月分 

（加算措置の状況） 

職務上の段階、職務の級等による加算措置 

（加算措置） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 

 

⑹ 退職手当の状況（平成３０年４月１日現在） 

みやぎ県南中核病院企業団 国 

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続２５年   28.0395月分  33.27075 月分 

勤続３５年   39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額     47.709 月分    47.709   月分 

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続２０年   19.6695月分  24.586875月分 

勤続２５年   28.0395月分  33.27075 月分 

勤続３５年   39.7575月分  47.709   月分 

最高限度額     47.709 月分    47.709   月分 

その他の    定年早期退職特例措置 

加算措置    （2％～20％加算） 

その他の    定年早期退職特例措置 

加算措置    （2％～45％加算） 

１人当たりの 

平均支給額 
791千円 16,546千円 

１人当たりの 

平均支給額 
－ 千円 － 千円 

（注）⑴ 退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全種類に係る職員に支給された平均額です。 

 

 

 



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 職員の勤務時間 

  １日当たり７時間４５分 

（休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり３８時間４５分） 

 ⑵ その他の勤務条件 

① 休日 

日曜日及び土曜日は、一般的には勤務を要しない日である。また、次に掲げる日には、特に

勤務を命ぜられない限り勤務する必要はない。 

(ｱ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(ｲ) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（国民の祝日に関する法律に規定する休日を除

く） 

② 休暇 

区    分 取   得   状   況 

年 次 有 給 休 暇 平成２９年の１人当たり平均取得日数 9.5日 

病 気 休 暇 ３４人 

特 別 休 暇 
結婚（７日以内）、出産（前後各８週間）、育児時間（１日１時間）、

親族等の葬祭（１～１０日）、夏季休暇（５日以内）他 

介 護 休 暇 １人 

育児休業、育児短時間

勤務、部分休業 
４１人（育児休業 25人、育児短時間勤務 2人、部分休業 14人） 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒の状況 

⑴ 分限処分（平成２９年度） 休職 1件 

   

⑵ 懲戒処分（平成２９年度） なし 

 

５ 職員の服務の状況 

 ⑴ 服務制度の概要等 

   地方公務員法（昭和２５年法律２６１号。以下「法」という。）第３０条では、服務の根本基準

として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に

当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」とされており、下記の義務や制限が定

められている。 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第３１条 

法令及び上司の命令に従う義務 法第３２条 

信用失墜行為の禁止 法第３３条 

秘密を守る義務 法第３４条 

職務に専念する義務 法第３５条 

政治的行為の制限 法第３６条 

争議行為等の禁止 法第３７条 

営利企業等の従事制限 法第３８条 



   ただし、研修を受ける場合や定期健康診断を受診する場合のほか、管理者が定める場合に職務に

専念する義務が免除されることがある。 

 

 ⑵ 綱紀の保持 

   職員は地域住民全体の奉仕者であって、その職務は地域住民から負託された公務であることから、

公務員としての綱紀の保持については、常日ごろから職員に対して注意を喚起し、その徹底を図っ

ている。 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定状況 

⑴  職員の研修（平成２９年度） 

地方公務員法第 39 条に基づき、職員の公務能率向上と人材育成を目的に、職員研修を実施及び

参加している。 

実施主体 研   修   名 受講者数 

宮城県市町村

職員研修所等 

契約事務研修 1人 

監督者研修Ⅱ 1人 

人材育成研修 4人 

  その他、医療関係専門研修として、院内、院外を問わず、多数の研修に職員が参加している。 

 

⑵ 職員の勤務成績の評定 

  管理者は、公務能率を増進させることを目的に、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を

行い、その評価の結果に応じた措置を講じなければならないとされている。 

  管理者においては、職員の個々の適正、能力、経験などを把握し、それに基づいた適材適所の人

事配置や昇任を行うことにより、職員の意欲を引き出し、資質向上を図っている。 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 職員の福祉 

① 職員健診 

 区   分 受検者数 

定期職員健康診断 ５５９人  

人 間 ド ッ ク ５７人  

脳 ド ッ ク 健 診  ２２人 

② 共済制度 

   共済制度とは、職員の掛金と使用者である地方公共団体の負担金を財源として、職員の生活

の安定と福祉の向上を図るもので、宮城県市町村職員共済組合において各種給付事業や福祉事

業を行っている。 

③ 公務災害補償 

   地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。） 

  又は通勤による災害によって生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものであ

る。 

 

⑵ 職員の利益保護 

① 措置要求制度 

   法第４６条により、職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、 

  任命権者より適当な措置が執られるべきことを要求することができるとされている。 



② 不利益処分に関する不服申立て 

   法第４９条の２により職員は、懲戒その他職員の意に反すると認める不利益な処分を受けた

とき、公平委員会に行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）により不服申立てをするこ

とができるとされている。 


